Female Labor and Child Day Care by 近本 聡子
原　　　著
女性の就労と保育
一保育コストを誰が支払うか一
近　本　聡　子ホ
Female　Labor　and　Child　Day　Care
－Who　should　Pay　N皿rse町Fee？一
Satoko　Chikamoto韮
　　　　　　　　　　　　　　　　　　Abstmct
　　Nursery　fee　is　very　different　from　every　municipality　in　Japan－A　lot　of　parents，who　use　an
accredited　day　nursery，are　faced　with　high　costs－Some　peop1e　even　can’t　use㎞ese　mrseries，
According　to　the　nationa1standards　of　nursery　fee，the　beneficiary　has　to　pay　the　charge－It
shows　that　children　should　be　raised　by　their　families，especia11y　by　their　parents．
　　This　paper　intends　to　first　give　opposing　arguments　and　tries　to　shed　light　on　the　problem　on
the　perspective　of　socio1ogical　and　historical　women’s　studies－The　gender－role　nomユs　in　Japan　haYe
burdened　women　with　domestic1abor　and　mrsi㎎．Since　the　War，the　fami1y　system　has　been
more　separated　from　the　community　system，and　the　period　of　chi1d　rearing　has　become　longer．
Women，who　have　to　or　want　to　work，have　always　suffered　mder　these　conditions－The　nursi㎎
system　inJapan　is　considered　high　in　quaIity　in　the　world・So　we　should伽nk　who　should　beben←
fited　from　the　system．Children　who　wi11become　the　member　of　our　society　are　those，not　parents．
1　ほじめに
　本稿は労働科学，福祉学，教育学での「保育」
に関する研究成果を踏まえながら，女性学的な視
点から「保育のコストは高い．それを誰が負担す
るのか．」を問題として取上げてみたい．この問題
は現実に筆者の屠住地域で浮上している問題であ
り，保育所利用者として実感からの出発であるが，
本稿では歴史的，統計的な資料を整理して問題の
深部に視点を当ててみる試みである．具体的にい
うと，東京都小平市における保育料の局値安疋（都
内では最高であるが，地方に比較すると国の指定
基準の範囲内であり，高いとはいえない）につい
ての市と利用者との見解の食い違いを材料として
いる．
　女性の就労と保育の問題は，日本に市場経済が
形成された明治期以来の歴史をもっておリ，その
時代ごとに，考え方はかなり変化してきた．した
がって，本稿でも普遍的な解決方法を探るという
のではなく，現代社会の趨勢にフィットした，あ
るいは先を見越した方向をみいだそうという姿勢
で臨みたい．
　現代の日本社会では，母親が家庭で子供を養育
するのが当然であリ，それが自然であると考えら
れている．しかし，さまざまな分野での歴史比較，
文化比較によって，この考えも自然で当然なもの
＃（市川聡子）情報科学研究教育センター ‡o伽伽力71ψ7伽此∫
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ではなく，歴史的なモメントによって近代日本社
会に形成されてきたものであることが判明しつつ
ある．子供の保育を誰がおこなうか，コストを誰
が負担するかは，むろん人類の歴史とともにある
問題である．各々の社会でそれを解決するための
社会システムが形成されてきた．そして，現代社
会に特有な間題背景として，就労の外部化（男女
ともに），家族経営システムの共同体からの自立化，
システムが規模的に縮小したこと，などが問題を
顕在化させるかなりの部分を占めると考えられる．
そこに女性（母親）に家庭内労働全般を割当てる
という性別役割分業システムが作動しているため
に，「保育」の問題は女性の問題として取リ扱われ
てきた．しかし，女佳だけが「仕事か育児か」と
悩み，人生設計の路線変更をも強いられる状況は
どうみても不平等きわまりなく，しわよせを一手
に引受けている（またこの状態の社全システムヘ
のフィードバックとして，非婚者の増加やそれに
ともなう出生率の低下があげられよう）．誰が保育
し，誰がコストを負担するかは社会全体の問題で
もあり，旧来のシステムが円滑に作動していない
のならば，組替えが必要である．この問題は，自
偉生活が不可能になった老人の面倒をだれがみて，
コスト負担をするのかと根は同じである．
　以上のような視点より，本稿ではまず事例とし
て小平市の保育科間題について紹介し，次に家族
経営システムの産業社会（市場経済システム）で
のありかたについて，女性の家庭内労働から家庭
外労働（就労）と保育の場の新しいシステム化に
ついての把握，そして，実際に浮上している政策
的問題について，どのような考え方が可能である
か考察をすすめていく．
　　　　2　小平市の保育料問題の事例
2．1　保育科と保育料訴訟
　東京都小平市は，都心から西30キロ圏内にある
人口15．6万人の行政区である．宅地開発により，
1960年以前より人口流入が多く，若年層（子供を
出生する前のライフ・ステージにある者）の流入
が多いせいか，自然増もかなりを占めており市の
総人口は30年問で約3倍になった．ここ5年では
’88年の微減を含み人口増加率は！％未満になって
いる1〕．
行政史として特徴をあげるとすると，戦後40年
問一貫して自民党主導の行政であったということ
である．これは70年代，都内で革新市政が主流で
あった時代にも変らなかった．したがって，小平
市の行政は国レベルの基準にかなり忠実なものと
なっている．
　この流れのなかで，保育要求運動はマイノリテ
ィであり続けたが，保育園の増設などの全国的な
政策と連動し，現在小平市立保育園10園，市内認
可私立保育園8園の体制が整っている．その他保
育ママや小規模の保育室も福祉事業の一環として
あるし，民問の無認可の保育施設も各所に見られ
る．現在のところ，認可保育所では，定員数の20
％近く定員割れが生じており，これは単に児童数
全体の減少というだけでは片付かない面も含んで
いる．保育料との関わりで次にみていく．
　小平市と東京23区の保育料，国の保育料基準を
比較検討してみよう（本稿末図1参照）．保育に関
しては老人の養護費用と同様，受益者のコスト負
担が徹底しており（義務教育である小・中学校の
コスト負担とは全く考え方が異なっている），市町
村民税の課税額に応じての，すなわち各家庭の所
得に応じての負担となっている．小平市の保育料
は，国の基準額には達していないものあ，23区の
保育料（都内のほとんどの市町ではこれに近いも
のである）に比較する・と2倍近くであり，高額所
得層にとっては有利であるが，中堅所得層にとっ
てはたいへん高いと感じられている．これについ
て，市の見解を要約すれば以下のようにまとめら
れるであろう．
　まず第1に，これでも国の基準額より低く押え
ており，適正である．第2に，市長見解として，
就学前の子供は家庭で育てるのが大原則であり，
それができずに保育してもらうからには受益であ
リ，コスト負担は当然．第3に，コストを犬幅に
市で負担すると，家庭で養育している親との問に
不公平が生じる（幼稚園のコストなどもふくめて）．
第4に，行政上婦人だけを特別に扱う必要はない．
（これは，市に婦人問題の担当窓口がないことへ
の返答）今は男がしいたげられているような時代
では，第5に第10階層の応能負担が低いことにつ
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いて，高額納税者はほとんど保育園を利用しない
ので，高額層を区分けしても意味がない2λ
　保育料が近隣市に比べ高いことについて，何か
弊害が生じているかを筆者は調査したかったので
あるが，「子供ができたら他市に引越す」「仕事の
継続をあきらめた」などの水面下の噂はよく聞く
が，統計的な調査はきわめて困難であった．実際，
道路一本を隔てて年問25万円前後の差が生じると
分れば，引越せる人は引越していることだろう．
先に述べた定員割れが大きいという事実は，近隣
の他市に比べても顕著であり3〕，これは一つの指標
になろう．子供にとって定貝割れは弊害よりも保
母職員との密度が高くなるので益であるが，統廃
合の問題や，保母職貝の意欲を削ぐことにもなる
ので，より質の高い保育にむけての体制の建直し
が必要であると考えられる．
　問題の顕在化としては，次の様な事例があげら
れよう．この周辺市町村に比べ高額な保育料につ
いて，小平市長を相手取った訴訟がおこなわれ，
最高裁判所まで上告されたが，1990年9月6日に
上告棄却の敗訴となっている．上告理由の要旨を
簡単に紹介すると以下のようになる．第1に保育
料は実質的租税であって，市町村の任意の裁定で
はなく，法律による根拠がなければ定められない．
第2に保育料は「全額徴収原則」ということであ
るが，減免のしかたは自治体に委ねられておリ，
なんら減免されない場合でも違法にならない．こ
れはこの原則自体に問題がある．第3に保育所は
「公の施設」であって，その利用料としての保育
料に差別があってはならない（公立学校の授業料，
幼稚園の保育料，公民館使用料などをみよ）．第4
に子供の保育（教育）を受ける権利としては家庭
保育のみでは不十分である．それにもかかわらず
応能負担原則で費用を徴収する二とは，保育機会
の実質的な均衡を損うものである．
　これに対して上告の棄却理由は，第1について
は，保育料は租税ではないので，前提を欠く．第
2に，児童福祉法については，全額を徴収し，負
担能力が欠如している場合のみ軽減・免除すると
解釈するのが正当である．第3，4については原
判決の判断は正当である，となっている4〕．
　こういった判決内容について，法学的な知識は
第4巻第i号1991
筆者にはないので立入った議論はできないが，司
法側の法解釈の前提となっている考え方は国の施
策方針を是認するものであって，保育は原則とし
て国のするべき事ではなく，保育に欠ける児童の
みを経費はなるべく徴収しながら保護してレ・くと
いうことでよい，という判断になっている．現行
法の枠組み自体が変らなければ，このような前提
が維持されていくのは当然とも思われる．
　このような情勢のなかで，保育園利用者である
父母のネットワークが組織され，市内保育園父母
の会連絡会を形成して保育運動を推進している．
例を挙げれば，行政への働き掛けや，署名活動，
小学校の学童クラブとの連携などさまざまな活動
を行なってきている．また全国レベルの組織であ
る全国保育団体連絡会とも連携し政治的な意見集
約集団の機能も果している．この父母の会連絡会
と，市職員組合保育部会が主な市政への政治的圧
カ集団にあたるが，マイノリティーの域を越えず，
陳情の採択も保育料については全く通らない状態
が続いている．
2．2　保育料の徴収にみられる考え方
　保育料は児童福祉法によって，保育にかかった
経費を扶養義務者から徴収するよう定められたも
のであり，市町村の情勢にあわせてかなりフレク
シブルに決定できるようになっている．1人当た
りの経費は「保育単価」として，地域ごと施設規
模ごとにかなり細分化されており，全額徴収が原
則であるが先の判決にもみたように所得階層によ
って，軽減されるものである．これは，国の徴収
基準として示されている．行政改革の波及によっ
て，国庫補助金を相当に削減された分野であり，
その分保育料は70年代後半から毎年値上げをされ
て，現在では，父母の経費負担は6，7割になっ
ている．小平市の場合も79年より7年つづきで値
上げを行ない，ここ数年は改定されていない．行
政改革後の保育料のありかたは，「受益者の応能負
担」であり，一部市民に対して多額の経費を出費
しないようにとレ三う原則が貫徹している．これは，
老人福祉においても同様である．
　橋本宏子氏によれば5），この「応能負担」源則が
明確に打出された’70年代を総括して，保育料の額
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は，国の労働者政策にみあったかたちで母親労働
者の進退を決定するように機能させられている，
とみれる．つまり，政府としては，有能な技術者
や専門家などの高収入層および中堅の教員・看護
婦などについて労働市場に残し（育児休業を保障
し早急に復職させる），補助・単純労働者は育児を
契機に退職させ，育児終了後に中高年のパートタ
イマー労働力として周辺を補間するように活用し
ようということである．そして，90年代を迎えて，
実際の女性労働力はこの企図どおリに展開されて
きている（いわゆるM字典線）．
　また，福祉の需要を下げるような政策を，とい
うのは多くの福祉行政研究者の方針になっている
が，82年の調査で保育所辞退者のうち5人に1人
が「保育料が高いため」という結果があり6〕，保育
料の応能負担が需要を下げる効果としてかなりの
成果をあげている．まさに市場原理が導入されて
おり，自分の（あるいは世帯の）稼ぎと比較せざ
るをえなくなっている．
　保育を経費として計算しなければならない国家
予算としては，こうした方針がでてくるのも当然
であるし，もっとも経費のかかる乳幼児について
なるべく家庭へ責任をもたせようとする政策も（乳
児保育は現在でも未整備である）多くの国民が支
持するものであった．しかし，戦後まもなく厚生
省が打出して，その後支持が得られずに捨石とな
っていた，保育所と婦人解放の抱き合せの考え方
が近年かなり女性の間で熟してきたのではないか
と筆者には思われるのである．これは，家事労働
全般に対する女性の認識の発展がその根底にあり，
育児もその一環として浮上してくるのである．
　本稿では，保育料に関して，市町村間の地域格
差が生じるという問題点，人件費を受益者に負担
させる事についての，厚生省と自治省の対立（厚
生省は負担を推進，自治省は法的に負担は難京が
あるとする）などについては立ち入れないが，保
育に関する社会のマジョリティの考え方が小平市
側の見解と最高裁の判決に要約されているのを重
視し，これを材料としてその根拠の脆弱さを示し
ていきたいと考えている．
3　近代における公私の領域分離と養育の私化
3．1　家族システムの変化
　子供の養育をしていくことは現代社会において，
私的（各家庭的）なこととして意味付けられてい
る．子供を産んだ夫婦の事柄として，まず第一に
夫婦の責任義務の領域として考えられてきた．こ
の考え方が先にみた子供の養育にかんする，マジ
ョリティの合意前提の一つである．そして，文化
的な性別役割分業のシステムは，主に女性（母親）
にその養育役割を一任してきたといってよいだろ
う．ここで，性別役割分担を文化的と断っている
のは，社会学では常識にさえなっていることだが，
自然科学系統の分野を中心に，いまだに「性差が
社会システムを決定する」という転倒論がみられ
るからである．生物学的な性差は社会システムの
条件にはなりうるが決定因にはならないというこ
とである7〕．近年のフェミニズム理論の発展は，性
別役割分担の虚構性（すなわち根拠のなさ）をっ
ぎつぎに暴露してきている．本論ではその成果を
踏まえた上で論を進める．
　子供の養育は，生物学的にはいつの時代もおこ
なわれてきた．しかし，子供が「養育」される期
間は，近代になって比較にならないほど長くなっ
た．このことは，西欧社会についても，日本にお
いても現象的には同じである．日本でも，江戸期
の農村社会では早くて3，4歳からすでに労働力
として家族経営システムに組込まれていたし，明
治期におレ・ても」，女工の墓誌記録には，10歳未満
の子供の名がよく見られるという報告もある．昭
和初期の世界恐慌時には，女工職も少なくなり，
12歳以下の子供が芸妓などに売られていたことは
農村において日常的なことであった8し義務教育の
制定当時からかなりの期問にわたって，子供は労
働力という考えが，庶民には浸透していたのであ
るが，戦後は，急速に子供が「教育／養育」の対
象になり，今日のように最低でも14歳までは養育
期間になった．
　これに対応する家族システムの変化は，「母親の
養育専従」の方向へむかった．戦前と戦後の復興
期をつうじて，家内労働が中心であり，未成年の
奉公や工場労働がいわば賃金雇用者であったのが，
1960年代になって，賃金雇用者が50％を越えたの
である9㌧つまり，1933年（昭和8年）以降会杜員．
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の給与は世帯支出を一人で賄えるようになってい
るという報告があるがm〕，1960年の時点では，賃金
雇用者のかなりの部分が世帯賃金を獲得でき，妻
子を養える状態になっていると考えられる．ここ
から，有配偶女性の非労働力率が，半数を越える
のも1960年代であることの，関連性がみえる．そし
て，75年をピークに82年には半数にもどる．した
がって専業主婦なる地位が（未婚／既婚はとわず）
日本で大勢を占めたのは，20年間であったという
ことだ．
　筆者はこの時期をもって，日本社会の家族経営
システムが，その成貝の労働力を商品化すること
によって市場経済システムに巻きこまれたと考え
る．これは，欧米の変化よりも・急激な変化であり，
従来の性別役割分業が，非常に強化されて，その
構造的な変化を支えたとも考えられるのである．
　また，女性の側からすれば，従来の未分化な家
内労働と生産労働の2重負担を回避し，家事に専
従しようとするという動きもあったことは，千本
氏も指摘するところである1工〕．これによって，職場
すなわち公と，家庭すなわち私の大衆的な分離は
完成に近付くのである．生産と消費の社会空間上
の分離，家族システムの私化と同値であると考え
てさしっかえないと思われる．そして公は男性の
私は女性の領域としてふり分けられた．
　結婚や，子の産育という人生上のイベントが，
個人の問題として提えられる傾向が現在はあるが，
それは，家族システムが私領域に位置付けられる
からであって，これらのイベントはまさに，個人
と杜会関係のリンクするところである．結婚とい
うイベントが行なわれる時に，仕事か家庭かと悩
むのは女性であり，子供ができて，仕事か子供か
と悩むのは必ず女性であった（もちろん悩まずに
喜々として役割分担を当然とする女性もいたわけ
だが）．この男女間の非対称性は，社会の構造的な
部分と関連して生じているのであって，イベント
を経過する個人のみの問題ではない．女性の問題
を論じる際よく強調されることであるが，ここで
ももう一度くり返しておきたい．
3．2　性別役割分担の近現代の様相
子供を育てていくことについて，養育はその総
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含的なプロセス，保育は日中のプロセスと操作上
使い分けると，養育は歴史的に主に女性（母親）
の領域におかれている事は確かな事であろう．し
かし，農業が第一位の産業構造であった戦前の保
育は，母親によっては全くといってよいほどおこ
なわれていなかった．この事実は，あまりに忘れ
られているので強調したいところである．保育は，
子守り・年長の子・祖母の手によっておこなわれ
ており，上層階層では乳母などの代替者がいるの
が普通であった．貧農層では，乳児はほとんど手
をかけられないのが普通であった．生れた子供に
対して，育てるかどうかをまず決める必要があっ
たという時代である．間引きという嬰児殺しは，
珍しいことではなく，近隣の人々も「育てる」こ
とが決ってから御祝を言いに出掛けるということ
がよくあったという記録もある．農家では「嫁」
は労働力であって，「母親」役割は期待されても二
の次であったことは，多くの民族学資料や，生活
史記録の示すところである．期待されるどころか，
出産は忌むものとして一人きりで子供を産み，翌
日から農作業をしないと白い目で見られるから働
き，栄養もろくにとれないため母乳もでず，「ちち
こ」という米の粉で育てたという話は日常的に聞か
れるものであった．農作業の間，子供をいれてお
くものはツグラのようなものもあったし，コオリ
やその他生活上の工夫がなされていた．
　横山氏の採取した子育ての生活史のなかで12〕，
1903年・（明治36年）生れのAさんは次のように述
懐している．「赤ちゃん育てるちゅうのは，仕事の
部類にいれとかないんですよ．毎日の農業が忙し
いですから．子どもにかかって育てるなんちゅう
んじゃなくて，子どもはね，それこそ仕事の合間
に白然に育っちまうようでね」これは，農村だけ
ではなく家族経営の商家や工場なども同様であっ
た．筆者の聞取りでは，1930年（昭和5年）生れ
のBは商家の7人きょうだいの第4子で，近隣の
子守り婆さんに預けられたが，Bの母親はとに
かく汗水流してよく働いていたという印象しかな
く，子供たちはほり出されていた．戦前も昭和期
になると就学率も高くなり，非常に安い賃金で雇
えた子守りの少女もかなり減少し，庶民には高値
の花になってきたのではないかと思われる．
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　このような生活におわれた時代の子育ての代償
は，乳幼児死亡率の大変な高さであった．また，
母体の安全も脅かされていた．しかし，そのよう
な子育てそのものが問題視されたのは主に衛生面
からであり，このように育てられた者の人格に問
題があるなどの社会的な影響はみられない．母子
関係が取りざたされるようになったのは，戦後に
なって共同体と家族システムの関係が急激に変り，
欧米の教育学や心理学が導入されてからのことで
ある．母子関係ということでみるならば，日昼の
関係の欠落は，かなり長い期問にわたる授乳（末
子については母乳の出つづけるかぎり，学齢期ま
での授乳もまれではなかった）や，添い寝という
文化が補なってきたと考えてもよいであろう．た
だし，今日のように感情的に相当密着した状態に
なっていたかどうかは疑問である（長男と母親に
ついては密着度がかなり高いという例も数多い）．
　以上のような生活の中で性別役割分業は，養育
については農村部でも完全にみられたが，「専業主
婦」の専業養育が登場するのは，都市の新中間層
からである．さらに大正期には工場労働者の90％
の妻が専業主婦化していたというデータがある．
もちろん内職もしていない．この階層は，子守り
を雇う余裕がない場合に自分の手で養育全般をし
始めた比較的大量の階層ではないかと考えられる．
そして，昭和初期には，「通勤雇用者の夫と，専業
主婦の妻からなる家族」を形成する条件がととの
ったと千本氏は分析している13）．
　したがって，都市部における性別役割分担は，
新中問層をモデルとした女性の地位の向上と捉え
ることもできる．農村における徹底した男尊女卑
のもとでの性別役割と，都市における上層志向的
な性別役割分担とは根は同じであるが，ベクトル
の方向の異なるモメントともみれるのである．
　都市的な専業主婦志向が農村に波及するのは，
条件的にかなリ困難であったと思われる．市場経
済システムにリンクするためには現金が必要であ
り，現金収入が少ない農家にあっては相変らず女
佳も働かねばならなかった．さいふのひもをまっ
たく握れなかった主婦（嫁）であったが，戦後1960
年頃には，小金の出し入れくらいはできるように
なった（長野県南佐久郡）という14〕．農閑期の主婦
の就労はかなり普及し，土木作業，工場，観光関
連などの仕事によって，自分の収入を得て地位の
向上に影響をあたえていた．保育に関してみれば，
現在においても長野県をはじめとしてかつての農
業県は保育所の設置数も多く，幼稚園就園児より
も保育所措置児童のほうが就学前の人口が多いと
ころもある．それだけ，保育運動も活発であった
し，需要も多かったのである．そして，1960年代
をとおして，農家の兼業家率があがっていくにつ
れ，農業が主婦の手で維持されるようになってく
るのである．老齢化と女性化をさして「さんちゃ
ん農業」と呼ばれたが，次第に主婦農業となって
いった．これは，性別役割分担の強化であって主
婦が実権を握ったというものではない．現金収入
を得る雇用者として，夫の方が主であることには
変りはないのである．農家経営を手中にしていこ
うと農事講座や，勉強会にでかけ収穫として実際
かなりの成果を挙げた例もあるが，労働としては
相当な負担であり，現代における農家の「嫁不足」
の背景をなしている．
　以上，都市と農村について，ごく概略であるが
性別役割分担を中心に誰が保育の担い手であった
かをみてきた．母親が専門に養育をするというこ
とは，専業主婦の誕生以降であったということが
改めてわかる．子どもの立場からみれば，横山氏
もまとめているように，「トリアゲオヤ」「チチヤ」
「ナヅケオヤ」などの多くのオヤとの結び付きや，
子守りや近隣の保育者との関係は現代に比べ豊富
で，周囲の人のなかで育ったということがいえよ
う15〕．これをみるだけでも，「保育は親の責任」と
いちがいにいえないこと，またそのような今日の
多数者の了解が，ここ数10年に形成された歴史的
なものであって，あたりまえの普遍的な了解では
ないことが理解できる．
3．3　だれが「受益者」であるか
　次に，保育所という新しい保育の場との関連を
みてみよう．社会階層によって，子育て専業の主
婦が登場する階層，働く女性の多い階層と様々な
モメントがあったなかで，アメリカなどに比較す
ると，日本では公的な保育施設をつくるための保
育運動がかなり盛んだった，といえよう16〕．これは
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上野千鶴子氏も分析しているように，女子労働力
率の長期変動についてみた場合，ドイツやフラン
スなどの後発資本主義国と同様に，一貫して高率
の推移をみせていること17〕とも関連があると考えら
れる．つまり，女性の労働市場からの締め出しは
戦後の既婚女性の締め出しを除いては強力ではな
く，女性は家内労働者から雇用労働者（家外労働
者）へとすんなり移行した．雇用労働者となって
から，保育の必要性が表面化したのである．英米
と比較して比率においてまさる働く女性が，共同
保育所を設立し，公費で運営するよう行政に対し
て発言していった．農村はともかく，都市部にお
いても多発した育児を核にした女性のネットワー
クは疑似共同体の様相をみせていて興味ぷかい’8）．
　こうして保育所は質・量ともに改善されてきた．
現在では就学前の児童の3割が保育所へ行ってお
り，半数には達しないものの無視できない数にな
っている（図2参照）．無認可保育所や共同保育を
含めると（幼稚園と併用の場合もあり），保育所在
籍率はより高くなる．では，保育所で保育を受け
ることは，はたして誰が益を受けるのか．
　二富氏のまとめによれば，第1に行政のおこな
う保育所の費用負担が，その利用者に特別の利益
を与えること，第2にそれゆえに地域住民間に不
公平を生じること，第3に利益の帰属先は，家庭
であること，というのが受益者負担の基本論拠で
ある．社会内マジョリティは，「3歳までは母親の
手で」という言説を流布してきたが，この原理に
そえば，母親による保育ができない場合，保育に
よる受益は親に帰属することになる．
　第一については，保育所が利益とみなされるほ
ど質のよいものになってきたということは，劣悪
な救貧院と思われていた頃と比較すると喜ばしい
が，特別の利益であるという判断基準は全くない．
　第2点とからめれば，小学校のように全額公費
負担というものの存在が説明できない．一見全員
の就学は公平にみえるが，子どもの有無や数で，
世帯の受益は全く異なる．世帯を受益の帰属先に
した時に，たちまち小学校教育は「特別の利益」
になってしまうであろう．
　第3ともからめれば，すべての利益の帰属先は
家庭ではなく「子ども」自身であり，義務教育と
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同様に保育も子ども自身に帰属させて考えるのが
妥当であろう．これは，養育される費用を子ども
自身の権利として自己所有させること（児童手当
など）を主張するフェミニストおよび，「子どもの
権利条約」などの動きとも同様の方針である．
　　　　　　　　4．おわりに
　以上のような論点を踏まえれば，「子どもは家庭
で」というイデオロギーのもろさが明らかになる．
これを崩せば女性の就労そしてキャリアの形成に
「悩みの種」となっていた育児との両立を少しは
解決するであろう．今回は心理学方面のデータを
利用する余裕がなかったが，母親の就労の有無と
子どもの発達，病理との相関がまったくみられな
いデータは最近数多い20〕．つまり，1日の3／1強を
どこで過ごすかということは，一定レベル以上の
保育があれば，全く問題にならないのである．昔
から女性は働き続けてきたし，ここ数10年専業の
養育を脅迫してきた社会システムは，大き．く変化
の兆しをみせている．「1歳まで」の育児休暇の保
障を制定しようとする動きがみられるが，これは，
逆にみれば労働市場への女性の早期引出しでもあ
る．このなかで保育料についていえば，子どもの
権利として引き下げが必要，あるいは，むしろ高
額な児童手当（子どもの年齢に応じ保育が誰であ
れ全員に）による軽減が必要であると考えられる．
そして，保育料の高さから，または，条件が適合
しないために劣悪な保育を受けざるを得ない子ど
もを減らして行くことが必要である．
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